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 第   章  はじめに 

■ 策定の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ビジョンの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

■ビジョンの期間 

 

 

 

 

■ビジョンにおける 

５つの区域 

 

 

 

 

１ 

農業を取り巻く情勢の深刻化 

・農業従事者の高齢化 

・後継者不足 

・生産力の低下  など 

中長期的な視点に立った農業振興のための指針                        の策定 

①岐阜市の多様な形態での農業経営を次世代に繋いでいくための今後の振興策 

②市街化区域内農地を含めた農地の保全や活用策 

農業の新たな方向性 

・都市農業振興基本計画の策定 

⇒市街化区域内農地の 

位置付けの転換 

岐阜市の農業 
・農業振興地域での水田農業 

・市街化区域で盛んな園芸農業 

・市街化区域近接型の多様な農業 

・施設園芸、畜産、etc・・・ 諸課題を継続的に 

解決していく必要性 

農地の保全・活用策 

の見直し 

岐阜市農業振興ビジョン 

「岐阜市農業振興ビジョン」は、

「ぎふし未来地図」に掲げられた

政策「農林水産業の活性化」の方

針に沿って策定したものです。 

他の分野別計画と相互に連携

しながら、岐阜市の農業の将来像

の実現に向けて施策を提起して

いきます。 

令和３年度から令和１２年度ま

での１０年間を期間とします。 

この期間を短期、中期、長期の

３つに分け、ビジョンの考え方や施

策の実施、進捗管理を行う目安と

します。 

 岐阜市の多様な営農形態を踏

まえ、市内を５つの区域に分け、区

域ごとの具体的な課題や、重点的

に実施する施策を整理します。 

北部区域 

南西部区域 南東部区域 

北東部区域 北西部区域 

    短期 中期 長期 

 
H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

ぎふし 

未来地図 

未来都市像              

推進方針              

岐阜市農業振興ビジョン              
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 第   章  岐阜市の農業振興にかかる現状 

■農業と食をめぐる社会動向      ■国の施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

■岐阜市農業の現状 

１） 農業者の状況 

 

◆農家戸数 5,807戸（平成２７年） 
…平成 17年から 1,377戸減少しています。 

◆農業者の平均年齢 ７０．９歳 （平成２７年） 
…全国平均は 67.0歳 

◆認定農業者の数 １４８件  （令和 2年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

２） 農地の状況 

 

◆耕地面積の概況 耕地面積 ３，７９４．１ｈａ 
 農業振興地域 ２，０５７．０ｈａ 
 内、農用地区域 １，６５５．３ｈａ 
 市街化区域 １，１２７．５ｈａ 
◆農地の集積率 ２１．６％  （令和2年3月31日現在） 

 

 

 

 

３） 生産及び販売の状況 

品名 販売量（ｔ） 販売額（千円） 

穀物類（米、麦など） 2,968 709,975 

野菜類 えだまめ 772 547,395 

 だいこん 1,322 99,471 

 いちご 293 330,135 

 ほうれんそう 693 268,611 

果実類（柿など） ４３８ 92,103 

  

２ 

国では、令和２年３月に新たな「食料・農業・

農村」基本計画を策定し、 

・人・農地プランの実質化による農地の 

集積・集約化の推進 

・担い手の育成・確保と人材力の強化 

・スマート農業の推進 

など、農業振興の取組を推進しています。 

近年では、 

・自然災害の多発  ・家畜伝染病の流行 

・新型コロナウィルス感染症などの新たな危機 

などへの対応が求められております。 

また、国連が掲げる持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）

の達成に向けた取組が世界的に広まっています。 

 岐阜市の農家戸数は年々減少しており、農業者の平均年齢は

年を追うごとに高くなっており、高齢化が進んでいます。 

岐阜市の耕地面積の約５４%が農業振興地域内にあり、全体の約４４％が農用地区域です。 

また、耕地面積全体の約３０％が市街化区域内にあり、特産農産物の産地を形成しています。 

出典：農林業センサス 

 

 

その他 

16.1% 

市街化区域 

29.7% 

農業振興 

地域内 

54.2% 

農用地区域内 

43.6% 

農用地区域外 

10.6% 

 

野菜類 

60.8% 

穀物類 

34.7% えだまめ 

43.9% ほうれんそう 

21.6% 

いちご 

26.5% 

だいこん 

8.0% 

果実類 

4.5% 

主要作物の販売額を見ると、野菜類が約６０%を占めています。特に、えだまめは野菜類の販売額の 

約４４%を占めており、岐阜市を代表する特産農産物として関西市場などで流通しています。 

主要作物の販売額の割合 
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 第   章  岐阜市の農業振興にかかる課題 

岐阜市の農業振興にかかる課題を「人」（＝農家）、「環境」（＝農地）、「経営」（＝収益性）の３つの

視点で整理、分析しています。また、５つの区域別に特徴と課題を整理しています。 

■【農家】の減少にかかる課題 

◆農家の高齢化や、担い手・農業後継者の不足に

より、農地の維持・管理が困難になったり、繁忙

期の労働力が不足しています。 

◆農機具・農業資材の調達や経営農地の確保が 

課題となっています。 

◆市街化区域内農地の宅地化などにより、周辺環

境への配慮が求められ、作業効率の低下が課題

となっています。 

■【農地】の保全にかかる課題 

◆ハード面の整備時期が古く、水利施設の老朽化

や水田区画が狭小であることなどにより、機械化

による効率化やコスト削減が困難です。 

◆農地の維持管理の負担感が増大し、耕作放棄地

や遊休農地の増加が懸念されています。 

◆市街化区域内では、農地に対する固定資産税な

どが農業経営の負担となっています。 

■農業の【収益性】にかかる課題 

【生産者側の視点】 

◆農産物の価格は上下していますが、農業資材の

価格は上昇しており、収益性の確保が課題です。 

◆市場における競争力の維持が必要である一方、

新たな販路の開拓への期待が高まっています。 

【消費者側の視点】 

◆農産物購入先はスーパーマーケットが中心です。 

◆農地には、安全・安心な農産物を供給する役割 

などが期待されています。 

 

■区域別の概況 

北東部 

区域 

（現状） 

（課題） 

担い手が中心となり、水田利用を中心とした農業経営が行われています。 

農繁期の労働力の確保 ／ 畦畔の除草などの農地の管理 ／ 作業効率の向上 など 

北西部 

区域 

（現状） 

（課題） 

水田利用の他、露地野菜やいちご、柿、花きなどの産地が形成されています。 

後継者不足 ／ 水田区画が小さく新規技術の導入に対応していない など 

北部 

区域 

（現状） 

（課題） 

畑地では特産農産物の産地が形成され、水田では担い手を中心に農地の集積が進んでいます。  

市街化区域内農地の宅地化などによる作業効率の低下 ／ 農業従事者の高齢化 など  

南西部 

区域 

（現状） 

（課題） 

水田利用を中心とした農業経営や、いちごや花きの栽培が行われています。 

農地と宅地が混在しており農地の集約化が困難 ／ 担い手不足 など 

南東部 

区域 

（現状） 

（課題） 

水田利用を中心とした農業経営や、露地野菜の栽培が行われています。 

地域に根差した担い手の不足 ／水田区画が小さく作業効率が悪い など 

３ 

n=467 

農地をどうしたいかの意向 （出典：農家アンケート） 

農産物卸売価格と農業生産資材の価格変動の比較（平成 27年基準） 

（出典：農林水産省「農業物価統計調査」、岐阜市中央卸売市場） 

農家後継者の有無（出典：農家アンケート） 

n=1,286 
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 第   章  岐阜市農業の目指す将来像と施策の方向性 

■基本理念 

「多様性ある農業の持続的発展」 
 

岐阜市は県庁所在地でありながら、農業振興地域での水田農業をはじめ、市街化区域内農地での園芸農

業や、市街化区域の近接地域における水田農業、いちごや花きの栽培等といった施設園芸農業、牛・豚や鶏な

どを飼養する畜産業など、実に多様な農業経営が展開されています。 

また、その担い手も、地域の中心となり規模拡大を進める営農組織や個人農家、あるいは家族経営の中小

規模な農家など、多岐にわたります。 

こうした多様性を活かし、中核市である岐阜市の都市基盤を背景とした持続的な農業の発展を目指してい

くことを基本理念とします。 

 

■将来像・方向性のイメージ 

基本理念に基づき、農業振興に必要である３つの要素（「農家」「農地」「収益性」）について、岐阜市の農業が

目指す将来像を設定します。 

また、３つの将来像の実現を目指し、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を踏まえ、取り組むべき方向性を明確に

します。 

  

 

４ 
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 第   章  農業振興施策・取組 

■【農家】についての方向性・・・農業生産の効率化の推進と経営の継続 

◆岐阜市の多様な農業者が持続的に農業を営むことができるよう支援を行います。 

◆中心経営体の効率的かつ安定的な農業経営を支援するとともに、農業者が多様な形で農業経営を持続す

るため営農支援、さらに新たな担い手の確保・育成を図ることに取り組みます。 

≪関連する SDGｓのゴール≫ 【成果目標】 

成果目標 指標 
現状値 

（令和元年度） 
目標値 

（令和 12年度） 

担い手農業者の安定
的な農業経営の維持 

認定農業者数 １４８件 １５０件 

人・農地プランに 
おける中心経営体数 

延べ２１０件 延べ２１０件 

新規就農者の増加 
青年等就農計画の 
認定数 

２名 
２０名 

（令和３年度から 
12年度の 10年間） 

■【農地】についての方向性・・・優良農地の保全活用と都市的土地利用との調整 

◆平場での水田地帯をはじめ中間地域、市街化区域内農地などの多様な農地の維持と、担い手による農地の

活用を図る支援を行います。 

◆農用地・優良農地の保全のための取組推進、生産基盤の整備・適正な維持管理および市街化区域内農地

の活用を推進します。 

≪関連する SDGｓのゴール≫ 【成果目標】 

成果目標 指標 
現状値 

（令和元年度） 
目標値 

（令和 12年度） 

担い手への農地の集積 
担い手への 
農地利用集積率 

２１．６％ ５０％ 

適切な農地の 
維持管理の推進 

多面的機能支払交付金
の活動面積 

８２２．５９ha ８２３ｈａ 

適切な農業基盤の整備 遊休農地面積 ２４．７ha ２５.０ｈａ 

 

■【収益性】についての方向性・・・立地や営農の特性に応じた農業経営の確立 

◆岐阜市の特徴、各区域の特徴を活かした農産物流通や農業ビジネスの推進を図ります。 

◆農業生産力向上を図るとともに、農産物販売拡大や農業関連施設の整備、さらに周辺産業・インフラ整備と

の連携促進に取り組みます。 

≪関連する SDGｓのゴール≫ 【成果目標】 

成果目標 指標 
現状値 

（令和元年度） 
目標値 

（令和 12年度） 

農産物の安全確保と
労働安全や経営管理
の適正化 

GAP（ぎふ清流GAPなど）
の取組実施率 （農業者
アンケートにて把握） 

― ５０％ 

農産物のブランド力
の向上 

ぎふベジの認知度 
（市政モニターアンケート
にて把握） 

知っている： 
２１．０％ 

知っている： 
５０.０％ 

周辺産業との連携促進 
小学校における 
食農教育の実践率 

100％ １００％ 

  

５ 
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≪施策の方針と施策例≫ 

施策の方針  施策の例 

中心経営体による効率的な 
農業経営への支援 

 
① 営農区域に関わらない新たな支援体制の整備 

② 地域農政による営農支援の活性化 

③ 集落営農、法人化の推進支援 

継続的な農業経営への支援  
① 農業後継者への支援体制の整備 

② 地域農政による営農支援の活性化 

③ 経営指導を行える機関との連携強化 

新たな担い手の確保・育成  
① 関係機関との連携による新規就農者支援策の強化 

② 多様な担い手確保に向けたプロモーションの展開 

 

 

 

≪施策の方針と施策例≫ 

施策の方針  施策の例 

農用地・優良農地の保全・活用  

① 実質化された人・農地プランの実行 

② 農地の集積・集約化の推進 

③ 集落による農地の保全・管理活動の促進 

④ 高付加価値農業の農地活用支援 

農業生産基盤の整備  
① 生産基盤の整備 

② 生産基盤の適正な維持・管理 

③ 鳥獣害対策 

都市的土地利用との調整  

① 市街化区域内農地の活用 

② 周辺環境の配慮のための対策への支援 

③ 市民理解の促進支援 

④ 諸計画との調整 

 

 
 
 

≪施策の方針と施策例≫ 

施策の方針  施策の例 

農業生産力の向上  

① 特産農産物の生産支援 

② 認証取得支援 

③ スマート農業の推進・デジタル技術の活用 

④ 高付加価値農業への取組の支援 

農産物販売拡大の支援  
① 販路形成・拡大支援 

② 特産農産物のブランド力向上の推進 

③ ６次産業化への取組の支援 

農業関連施設の整備検討  
① 市場機能との連携強化 

② 農産物直売機能の拡充 

③ 体験施設の整備 

周辺産業・インフラ整備との 
連携促進 

 
① 商業・観光との連携 

② 消費者理解促進・食農教育の推進 
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 第   章  区域別計画 
 

区域 アクションプラン概要 実施内容 

北東部 

区域 

圃場での管理作業を支える集落活動

の活性化や、新たな直売機能、流通

販路形成に取り組みます。 

○担い手への農地の集積・集約化を支える集落活動の活

性化 

○地産地消の推進 

北西部 

区域 

露地野菜の団地化による農業収益の

確保や、新規就農者の定着に向けて

取り組みます。 

○露地野菜の団地化に向けた担い手間の調整の推進 

○新規就農者の定着 

○農産物流通拠点化の推進 

北部 

区域 

特産農作物の産地保全や柿農業の

再興に向けた取組、農業後継者への

支援に取り組みます。 

○特産農作物の産地の保全策の検討 

○農業後継者への支援 

○圃場整備の推進 

南西部 

区域 

高収益型作物への転換や田畑転換に

取り組みます。 

○高収益型作物の導入による複合経営の推進 

○流通拠点との連携の推進 

南東部 

区域 

観光農業・体験農業の推進と、周辺

市街地との調和がとれた営農環境づ

くりに取り組みます。 

○観光農園・体験農園の推進 

○生産基盤の保全・管理 

○周辺市街地と調和がとれた営農環境づくり 

 

 

 第   章  ビジョンの推進に向けて 

■ 推進体制 

ビジョンの方向性に沿って岐

阜市の農業を振興していくため

には、生産者、農業関係機関、行

政機関が中心となり、また、消費

者である市民や地域住民の理解

や関連組織との連携・協力のもと

で事業を推進する体制が必要で

す。 

■ ビジョンの進行管理 

施策が適切に実施されるよう、岐阜市が中心となり計画全体のマネジメント、進捗状況の定期的な確認・検

証を行います。 

さらに、農業をとりまく情勢の変化に伴い、PDCA サイクルによるマネジメントの中で、必要に応じて計画の

見直しを行います。 

 

情報共有 

連携・協力 
情報共有・交流 

理解・連携・協力 

情報共有・交流 

理解・連携・協力 

情報共有・交流 

理解・連携・協力 

情報共有・ 

連携・協力 

◆地域住民 

◆消費者 

◆農業者 

◆農業者団体 

生産者 

行政機関 農業関係機関 

市民 

◆ぎふ農業協同組合 

◆土地改良区 

◆農地中間管理機構 など 

◆岐阜市 

◆岐阜市農業委員会 

◆岐阜県 など 
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